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要       約 
CPUE の長期的な推移から、太平洋北部のキチジの資源は低位水準にあると考えられる。

また、近年の資源量推定値が増加しており、資源の動向は増加傾向と考えられる。本報告

では、漁獲を抑えることにより資源量の増加を阻害させないことを資源管理目標とした。

管理基準値は ABC 算定のための基本規則１－３）－（３）に基づき、Flimit=Fcurrent×0.8
とし、この時の漁獲量を ABClimit とした。また、Ftarget=Flimit×0.8 とし、この時の漁

獲量を ABCtarget とした。 
 

2007年ABC 資源管理基準 Ｆ値 漁獲割合

ABClimit 570トン 0.8Fcurrent 0.040 3.7%

ABCtarget 460トン 0.8・0.8Fcurrent 0.032 2.9%

漁獲割合はABC／資源量、Ｆ値は漁獲割合を漁獲率として算出

ABCは10トン未満を四捨五入した値

Fcurrentは2002～2004年の平均のF

年 資源量（トン） 漁獲量（トン） Ｆ値 漁獲割合

2004 10,285 397 0.042 3.9%

2005 10,264 555 0.059 5.4%

2006 10,990

年は暦年、資源量は漁獲対象資源量、2005年の漁獲量は暫定値  
 

水準：低位    動向：増加 
 
１．まえがき 

キチジは、東北地方や北海道ではめぬけ類とともに「赤もの」と称され、総菜魚として

珍重されている。さらに、魚価も高いため漁獲対象として重要なものの１つである。しか

し、漁獲量および CPUE の動向から、資源状態は悪いと考えられる。そのため、水産庁に

より、太平洋北部（沖合底びき網漁業の太平洋北区に相当し、北海道太平洋側を含まない

東北太平洋側の海域を指す）のサメガレイとともに、キチジについても資源回復計画が策

定され、平成 15 年からは保護区の設定により資源回復が試みられている。また、水産総

合研究センター開発調査センターにより、岩手県の２そう曳き漁業に角目網を導入した場

合の小型魚保護効果を調べるための調査が継続して実施されている。 
このような状況の中、キチジ資源に対する資源評価の精度向上が求められているものの、

キチジに関する生物学的・資源学的な知見は不足していた。そのため、トロールによる資

源量調査を導入して資源量の動向を経年把握するとともに、年齢査定による年齢別資源尾
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図６．F値の推移． 
 

４．資源の状態 
（１）資源評価の方法 

秋季にトロール網による底魚類資源量調査を実施し（水深 150～900m、計 149 地点）、

面積－密度法により資源量を推定した。調査海域は青森県～茨城県沖で、太平洋北部のキ

チジの分布範囲をカバーできている。曳航式深海用ビデオカメラとトロール曳網調査によ

り、本調査で用いているトロール網の身網によるキチジの採集効率は 0.3 と推定されてい

るため（渡部ら 2002）、ここでは採集効率を 0.3 として資源量の計算を行った。 
 

（２）CPUE の推移 表４．沖底の小海区別CPUE（kg／網）の経年変化．
尻矢 岩手 岩手 金華山 常磐 房総

年 かけ廻し かけ廻し ２そう曳き トロール トロール トロール

1972 44.1 41.4 100.6 59.3 53.1 49.1

1973 45.6 46.8 123.4 50.2 39.3 40.6

1974 48.8 31.2 90.7 44.4 42.1 53.4

1975 55.2 32.9 120.8 64.1 51.6 55.2

1976 37.0 37.5 98.2 68.0 42.8 52.6

1977 34.1 55.3 96.2 49.1 50.9 47.6

1978 59.8 30.9 105.6 47.2 54.5 57.5

1979 22.0 27.6 88.2 39.4 40.8 40.7

1980 34.6 31.6 115.1 44.7 43.1 29.5

1981 27.4 25.5 90.7 43.9 49.8 39.0

1982 39.0 21.3 81.4 36.9 39.7 30.1

1983 37.1 16.9 71.1 38.3 33.3 26.2

1984 32.0 12.2 45.3 38.6 37.9 34.2

1985 24.7 14.7 40.8 35.8 32.9 33.8

1986 31.4 14.0 44.4 34.4 27.2 24.7

1987 16.5 13.6 42.1 49.8 45.2 25.3

1988 13.9 9.6 29.5 35.6 29.4 28.3

1989 19.2 5.9 30.6 18.6 28.5 23.1

1990 16.5 7.5 23.2 17.8 20.3 25.6

1991 15.5 7.2 25.1 16.4 20.4 22.2

1992 19.2 9.0 21.0 16.3 23.3 18.2

1993 17.1 8.0 25.4 19.7 18.0 16.2

1994 15.7 9.7 32.1 23.3 18.1 17.8

1995 18.6 14.0 25.5 16.1 21.4 18.5

1996 19.3 13.0 25.8 16.4 16.8 13.2

1997 17.0 7.9 21.2 12.4 11.2 8.2

1998 16.0 5.6 23.3 13.9 12.6 9.6

1999 17.4 5.9 29.2 8.7 14.6 12.2

2000 20.8 6.4 29.0 10.2 13.5 16.4

2001 18.5 6.6 26.1 11.1 13.6 10.0

2002 20.7 7.0 26.0 11.5 21.0 11.7

2003 23.2 9.7 37.0 25.1 32.2 18.6

2004 9.0 6.9 28.2 13.6 24.7 19.1

  キチジの漁獲は沖底

によるものが大部分であ

り、沖底の CPUE はキチ

ジの資源動向を長期的に

判断できる唯一の指標で

ある。沖底の CPUE の変

化をみると、いずれの海

区・漁法においても長期

的に CPUE は減少傾向

にあり（表４、図７）、近

年の資源は低い水準にあ

ると考えられる。しかし、

ここ数年、海区によって

は CPUE の増加傾向が

認められ、2003 年まで

CPUE に増加傾向が認

められた。2004 年には房

総海区を除き、CPUE は

減少した。この CPUE の

減少が資源状態の悪化を

示すものかは定かではな

 









 
（２）資源と海洋環境の関係 

加入量（２歳魚尾数）と雌親魚量の推移および両者の関係を付図３と付図４に示した。

再生産成功率 RPS の変化を調べた結果、1999～2002 年級群の RPS が高くなっており、

1999～2002 年級群の生残が良かったと考えられた（図 12）。このことから、近年の加入

量の急増は主に 1999～2002 年級の生残率の増加によるものと推定された。キチジの仲間

は孵化後１年以上にわたり遊泳生活を送ることが明らかとなっており（Moser 1974）、生

活史初期、特に卵～遊泳期

における生息環境の変化が

生残に大きく影響している

可能性がある。しかし、

2003 年級の RPS は低い水

準にあると推測され、加入

状況の悪い時期に入った可

能性もあると考えられる。

また、加入の良い 1999～
2002 年級の成長率の低下

が観察されている（濱津・

服部 2006）。 
図12．雌親魚１ｋｇあたりに加入する２歳魚尾数（RPS） 

の経年変化． 
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６．2007 年 ABC の算定 

（１）資源評価のまとめ 
キチジの資源は低水準にあり、資源量を増加させることが必要である。近年の資源量は

増加傾向にあり、現状の漁獲圧は低いと考えられる。本報告ではキチジ資源が低水準にあ

ること、悪い加入が続く可能性を考慮し、漁獲を現状以下に抑えることにより資源量の増

加を阻害させないことを資源管理目標とした。管理基準値は、ABC 算定のための基本規則

１－３）－（３）に基づいて Flimit=現状の F×0.8 とし、この時の漁獲量を ABClimit と
した。また、Ftarget=Flimit×0.8 とし、この時の漁獲量を ABCtarget とした。 
 
（２）ABC の算定 
 各年の F および M=2.5/λ=2.5/20=0.125 を用い、秋期の年齢別資源尾数（表６－１）か

ら２ヶ月分の漁獲量および死亡分を引いて 1996～2006 年の１月時点の資源尾数を求めた

（表６－２）。なお、漁獲物の体長組成から１歳魚の漁獲は少ないと考えられることから、

漁獲対象資源は２歳魚（２歳９ヶ月）以上とした。 
2007 年１月時点の資源量推定は、以下の方法で行った。現状の F（Fcurrent）および

M=2.5/λ=2.5/20=0.125 を用いて年間の生残率を求め、2006 年１月の資源尾数から 2007
年１月の３歳魚以上の資源尾数を推定した。秋期の年齢別資源尾数の推移をみると、１歳

魚から翌年の２歳魚になる際の平均生残率（加入量が増加した 2000 年以降）が 4.746 に

なっていた。このことは、１歳魚の採集効率が２歳魚以上より低いことを示している。そ

こで、2007 年１月の２歳魚の資源尾数は 2006 年１月の１歳魚の資源尾数に 4.746 を乗じ

 



て求めた。さらに、各年の各年齢における体長と体長－体重関係により資源重量を求めた

（表６－３）。なお、冬季の成長は悪いと考えられることから（服部 1998）、体長は 10 月

時点のものを用いた。このようにして求めた漁獲対象の資源量は、全体の資源量よりやや

低い値であったが（2005 年はほぼ同じ）、実際の漁業では１歳は漁獲されていないことか

ら、ABC の算定には漁獲対象資源量を用いた。以上の方法により 2007 年の資源量を推定

した結果、2007 年の資源量は 15,484 トンと 2006 年よりも増加するが、資源尾数はやや

減少すると推測された。 
 

表６－１．10-11月時点の年齢別資源尾数（千尾）．０＋はごく僅かであるため、本表から除外した。採集効率＝0.3
年齢 1995年10月 1996年10月 1997年10月 1998年10月 1999年10月 2000年10月 2001年10月 2002年10月 2003年10月 2004年10-11月 2005年10-11月

1 2,368 1,789 1,013 3,549 12,528 26,126 39,561 24,279 12,483 2,093 2,779
2 10,363 9,881 7,257 4,716 8,275 14,600 49,002 87,382 65,444 65,886 24,437
3 10,523 7,025 9,668 4,081 7,471 17,846 9,637 46,090 40,885 56,664 74,618
4 6,696 9,084 15,935 8,523 12,765 13,010 11,629 8,707 32,842 35,090 62,709
5+ 3,294 9,811 13,677 15,064 23,596 11,346 14,942 27,264 31,683 47,051 53,634

合計 33,244 37,590 47,551 35,932 64,635 82,928 124,770 193,722 183,337 206,784 218,176

表６－２．漁獲対象資源の１月時点の年齢別資源尾数および2007年の推定資源尾数（千尾）．
年齢 1996年1月 1997年1月 1998年1月 1999年1月 2000年1月 2001年1月 2002年1月 2003年1月 2004年1月 2005年1月 2006年1月 2007年1月

2 10,011 9,545 7,040 4,574 8,030 14,195 47,638 84,961 63,414 64,082 23,696 12,810

3 10,165 6,786 9,379 3,958 7,250 17,352 9,369 44,813 39,617 55,113 72,354 19,897

4 6,468 8,775 15,458 8,268 12,388 12,649 11,305 8,466 31,823 34,129 60,807 60,756

5+ 3,182 9,478 13,267 14,612 22,899 11,032 14,526 26,509 30,701 45,763 52,007 94,729

合計 29,826 34,583 45,143 31,412 50,567 55,228 82,838 164,749 165,555 199,087 208,863 188,192

注）1995年のF値には1996年のものを用いた。

表６－３．漁獲対象資源の１月時点の年齢別資源量および2007年の推定資源量（トン）．
年齢 1996年1月 1997年1月 1998年1月 1999年1月 2000年1月 2001年1月 2002年1月 2003年1月 2004年1月 2005年1月 2006年1月 2007年1月

2 620 360 209 136 228 493 1,402 1,535 909 852 284 153
3 1,473 470 617 261 454 1,646 813 1,985 1,119 1,427 1,491 410
4 1,308 1,098 1,837 983 1,464 2,139 1,649 789 1,916 1,417 2,268 2,267
5+ 937 2,339 3,155 3,593 5,455 3,481 4,043 5,506 6,341 6,569 6,947 12,654

4,337 4,268 5,819 4,972 7,601 7,759 7,908 9,814 10,285 10,264 10,990 15,484  
 
Flimit=現状の F×0.8 および Ftarget= Flimit×0.8 を用い、次式により Elimit および

Etarget を求めた。ここで、漁獲率は漁獲割合と等しいと仮定した。 
Fcurrent（現状の F）=0.050 であるため、Flimit=0.050×0.8=0.040 とし、 
E=F/(F+M)×(1-e-(F+M))より、Elimit=0.037 となる。 
ここで、M=2.5/λ=2.5/20=0.125 を用いる。 
同様に、Ftarget=Flimit×0.8 とすると、Ftarget=0.032 となり、Etarget=0.029 となる。 
（F:漁獲死亡係数, M:自然死亡係数, E:漁獲率, λ:寿命, Elimit と Etarget:許容漁獲率） 

 
 ABClimit は資源量×Elimit、ABCtarget は資源量×Etarget として計算した結果、2007
年の資源量に対して計算される ABClimit は 568 トン、ABCtarget は 456 トンであった。 
 

2007年ABC 資源管理基準 Ｆ値 漁獲割合

ABClimit 570トン 0.8Fcurrent 0.040 3.7%

ABCtarget 460トン 0.8・0.8Fcurrent 0.032 2.9%

漁獲割合はABC／資源量、Ｆ値は漁獲割合を漁獲率として算出

ABCは10トン未満を四捨五入した値

Fcurrentは2002～2004年の平均のF  
 

 





18,600 トンおよび 18,800 トンとなり、2011 年には 14,800 トンおよび 15,200 トンとなっ

た。このことから、今後の加入状況が悪くなった場合においても、漁獲圧を 0.64Fcurrent
にすることにより、2011 年に 2007 年の資源量水準程度に維持できると考えられた。また、

2.0Fcurrent で漁獲すると、2011 年の資源量は 2007 年を大きく下回ると推測された。以

上のことから、現状の漁獲圧は低いレベルにあるが、仮に悪い加入が続いた場合であって

も資源量を維持し、今後の資源量の増加を阻害させないために、漁獲圧を現状程度以下に

する必要があると考えられる。 
 
（４）ABClimit の検証 
 現状の漁獲圧は低いレベルにあり、悪い加入が続いた場合でも、現状の F の下で資源量

は 2008 年まで増加すると考えられる。しかし、今後、悪い加入が続くことも十分に考え

られ、2007 年の推定資源尾数も 2006 年よりやや減少すると推測される。現在の資源量が

低水準にあることも合わせて考えた場合、現状よりも漁獲を抑えた ABClimit を採用し、

今後の加入動向をみながら資源を管理していくのが最良と考えられる。 
 
（５）ABC の再評価 

表７．過去の管理目標・基準値、ABC（当初・再評価）のレビュー（量の単位はトン）
評価対象年（当初・再評価） 管理基準 資源量 ABClimit target 漁獲量

2005年（当初） 0.8Fcurrent(0.077) 10,315 715 576 －
2005年（2005年再評価） 0.8Fcurrent(0.053) 10,116 491 395 －
2005年（2006年再評価） 0.8Fcurrent(0.040) 10,264 376 302 555

2006年（当初） 0.8Fcurrent(0.053) 11,857 577 464 －
2006年（2006年再評価） 0.8Fcurrent(0.040) 10,990 403 324 －

注）漁獲量は暫定値  
 再評価に伴う資源量推定値の変化は小さい。昨年度まで Fcurrent に現在の F（最近年

の F）を用いていたため、再評価に伴う ABC の変化が大きかった。そこで、今年度から

Fcurrent を現状の F（Fave 3-yr）とし、2002～2004 年の平均の F を用いることとした。 
 
７．ABC 以外の管理方策への提言 

資源は増加傾向にあるものの、長期的に見れば低水準となっているので、急激に漁獲圧

を高めないことが重要である。1999～2002 年級群の加入状況が良好であったため、資源

量が増加し、小型魚の資源尾数が増加した。しかし、2003 年級群の RPS は低い値となっ

ており、今後、悪い加入が続くことも考えられる。キチジの場合、小型魚の魚価は安く、

取り残して成長させれば単価が急激に上昇する。現在、小型魚の豊度が高く、これらを有

効に利用するため、漁獲開始年齢を引き上げて小型魚の漁獲を控え、親魚量の増加を計る

ことが重要と考えられる。 
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